
別表第１ 民間における給与改定の状況 

（単位：％） 

    項目 

役職段階 
ベースアップ実施 ベースアップ中止 ベースダウン ベア慣行なし 

係 員 ２９.２ ２０.５ － ５０.３ 

課 長 級 ２２.３ ２０.３ － ５７.４ 

 

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況 

（単位：％） 

 

定期昇給実施 

    項目 

 

役職段階 

定期昇給 

制度あり 
 増額 減額 変化なし 

定期昇給 

停  止 

定期昇給

制度なし

係 員 ８７.０ ８４.６ ４１.６ ４.６ ３８.３ ２.４ １３.０ 

課 長 級 ７９.８ ７７.０ ３７.８ ３.９ ３５.３ ２.８ ２０.２ 

（注） ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。 

 

別表第３ 民間における雇用調整の実施状況 

                                      （単位：％） 
項           目 実施事業所割合 

採 用 の 停 止 ・ 抑 制 ２.５ 

部 門 の 整 理 ・ 部 門 間 の 配 転 ８.３ 

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 ６.３ 

転 籍 出 向 ７.２ 

一 時 帰 休 ・ 休 業 ０.６ 

残 業 の 規 制 ３.７ 

希 望 退 職 者 の 募 集 ２.８ 

正 社 員 の 解 雇 ０.９ 

賃 金 カ ッ ト １.０ 

計 ２０.０ 

（注） 平成18年１月以降の実施状況である。 

 

 

 

 

 

 



別表第４ 職員の給与と民間給与の較差 

較差（Ａ）－（Ｂ） 

(A)-(B) 民間給与（Ａ） 職員の給与（Ｂ）  

 (B) 
×１００ 

４４６,５５７円 

 

４４６,６３１円 △７４円（△０.０２％） 

（注） 較差算出に当たっては、職員で行政職給料表（一）を適用される職種の業務に従事する者と、民間従業員でこれ
に相当する職種の職務に従事する者の本年４月分の給与について、役職段階、年齢などを同じくする者同士をラス
パイレス方式により比較し、その較差を算定したものである。 

 

別表第５ 民間における特別給の支給状況 

下 半 期 （Ａ１） ３５６,９６６円 
平均所定内給与月額 

上 半 期 （Ａ２） ３６４,１５０円 

下 半 期 （Ｂ１） ７８６,６５９円 
特 別 給 の 支 給 額 

上 半 期 （Ｂ２） ８１８,７８４円 

下半期（Ｂ１）／（Ａ１）   ２.２０月分 

上半期（Ｂ２）／（Ａ２）   ２.２５月分 特別給の支給割合 

年         間 ４.４５月分 

（注） 下半期とは平成 17 年８月から平成 18 年１月まで、上半期とは平成 18 年２月から７月までの期間をいう。 

 備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で 4.45 月分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第６ 人事院の報告・勧告等の概要 
 その１ 給与に関する報告及び勧告 

項   目 内               容 
給 与 勧 告 の 
ポイント 

月例給、ボーナスともに本年は水準改定なし 

  (1) 官民給与の較差(0.00％)が極めて小さく、月例給の水準改定を見送り 
 (2) 期末・勤勉手当（ボーナス）は民間の支給割合とおおむね均衡し、改定なし 
 (3) 比較対象企業規模など官民給与の比較方法の見直し 

 (4) 給与構造の改革の計画的な実施 
  － 広域異動手当の新設、俸給の特別調整額の定額化等 

給 与 勧 告 の 
基本的考え方 

＜給与勧告の意義と役割＞ 
  勧告は、労働基本権制約の代償措置として、職員に対し適正な給与を確保する機能を

 有するもの。労使関係の安定を図り、能率的な行政運営を維持する上での基盤 
＜民間準拠の考え方＞ 
  国家公務員の給与は、市場原理による決定が困難であることから、労使交渉等によっ

 て経済・雇用情勢等を反映して決定される民間の給与に準拠して定めることが最も合

 理的 

官 民 較 差 
（ 月 例 給 ） 

     18円    0.00％ 〔行政職(一)…現行給与 381,212円 平均年齢40.4歳〕 
    

月 例 給 官民較差が極めて小さく、適切な俸給表改定が困難であること、諸手当についても

民間の支給状況とおおむね均衡していること等を勘案して、本年は月例給の水準改定

を見送り 
官民給与の

比較方法の

見直し 

月例給における官民給与の比較方法の見直し 

 (1) 比較対象企業規模 

   従来の「100人以上」から「50人以上」に変更 

   企業規模50人以上100人未満の企業の各役職段階との対応関係の設定 

 (2) 比較対象従業員 

   ライン職の民間役職者の要件を変更 

   要件変更後のライン職の役職者と同等と認められるライン職の役職者及びスタ

   ッフ職に拡大 

 (3) 比較における対応関係の整理 

   給与構造の改革による俸給表の職務の級の新設・統合に伴う対応関係の整理 

 

 

改 
 
定 
 
の 
 
内 
 
容 
 
等 
期末・勤勉手当 
等(ボーナス) 

  比較対象企業規模の見直しを行った上で、昨年冬と本年夏の１年間の民間の支給実績
(支給割合)と公務の年間支給月数を比較 
 民間の支給割合 公務の支給月数（4.45月）とおおむね均衡 

その他の課題  (1) 特殊勤務手当の見直し 
   引き続き手当ごとの業務の実態等を精査して所要の見直しを検討 
 (2) 独立行政法人等の給与水準 
     専門機関として、独立行政法人等における給与水準の在り方等の検討において今

  後とも適切な協力 

 



 給与構造の 
改革 

 昨年の勧告時において表明。地域間給与配分の見直し、職務・職責に応じた俸給構

造への転換、勤務実績の給与への反映の推進などを柱とする俸給制度、諸手当制度全

般にわたる改革を平成18年度以降平成22年度までに逐次実施 

 

 平成19年度において実施する事項 

(1) 地域手当の支給割合の改定 

  地域手当は、平成22年度までの間に計画的に改定することとしており、職員の地

 域別在職状況等を考慮し、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間の暫定

 的な支給割合を１～３％引上げ 

 

(2) 広域異動手当の新設 

  広域的に転勤のある民間企業の賃金水準が地域の平均的な民間企業の賃金水準

 よりも高いことを考慮し、広域異動を行った職員に対して手当を新設 

 ・ 異動前後の官署間の距離及び異動前の住居から異動直後の官署までの距離のい

  ずれもが60km以上となる職員（異動の態様等からみて、広域異動手当を支給する

  ことが適当でないと認められる職員を除く。）に支給 

 ・ 手当額は、俸給、俸給の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に、異動前後

  の官署間の距離が、60km以上300km未満の場合には３％（平成19年度は２％）、

  300km以上の場合には６％（平成19年度は４％）を乗じて得た額。異動の日から

  ３年間支給 

 ・ 地域手当、研究員調整手当、特地勤務手当に準ずる手当と所要の調整 

 ・ 諸手当（超過勤務手当、期末・勤勉手当等）の算定基礎に 

 ・ 平成19年４月１日から実施 

 

(3) 俸給の特別調整額の定額化 

  年功的な給与処遇を改め、管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう、定率

 制から俸給表別・職務の級別・特別調整額の区分別の定額制に移行。地方機関の管

 理職に適用される三種～五種の手当額については、改善を行った上で定額化。平成

 19年４月１日から実施 

 

(4) 勤務実績の給与への反映 

  新たな昇給制度及び勤勉手当制度における勤務実績の判定に係る改善措置等の

 活用について、管理職層以外の職員についても平成19年度からの実施に向けて準備

 

(5) 専門スタッフ職俸給表の検討 

  専門スタッフ職俸給表の新設は、各府省において検討が進められている複線型人

 事管理の具体的内容等を踏まえ、引き続きその具体化について検討 

 

＜その他の改革＞ 

 少子化対策が我が国全体で取り組まれている中で、扶養手当における３人目以降の

子と２人目までの子の手当額の差を改める必要があることから、平成19年４月１日か

 



 
  

 

 ら３人目以降の子等の支給月額を1,000円引上げ（5,000円→6,000円）、給与構造の

改革とあわせて実施 
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 その２ 公務員人事管理に関する報告 

内              容   

 
１ 本院の基本認識 

 ① 今後の公務・公務員の役割 

  ・ 公務は、国民生活を支える社会的基盤。高い質の維持・安定的運営が必要 

  ・ 公務志望者層の変化が懸念される中、多様で有為の人材確保・育成が重要。行政の専門家集

   団として、高い倫理観と市民感覚の下、誇りと志をもって公務従事できる環境整備が課題 

  ・ 定員純減・配置転換を円滑に実施する上でも、公正の確保・職員の利益保護への留意が重要

 

 ② 公務員人事管理の向かうべき方向 － ライフサイクル全体に即した検討 

  ・ 外部人材の登用を進めると同時に、行政の中核を担う人材は、職業公務員として確保・育成・

    活用していくことが引き続き基本 

  ・ キャリア・システムへの批判を受け止め、幹部要員を計画的に確保・育成する仕組みを幅広

   く検討。当面、節目節目の選抜強化と採用試験の種類にとらわれない人材登用を推進 

  ・ 専らジェネラリスト重視から、特定分野の高度専門職など業務の必要性と職員の適性等に応

   じた人材の確保・育成へ 

  ・ 仕事と家庭生活の調和を図るため、職員本人の意向にも配慮した多様な勤務形態を用意 

  ・ 早期退職慣行の是正等のため、複線型人事管理の導入が肝要。生涯設計の在り方につき幅広

   い検討が必要 

 

２ 主な課題と具体的方向 

 ① 能力・実績に基づく人事管理 

  ア 体系的な人事評価制度の着実な実現に向けて、評価の試行の対象職位等を段階的に拡充 

  イ Ⅰ種職員の選抜の厳格化とⅡ・Ⅲ種等職員の登用の促進 

  ウ 分限制度の適切な運用 － 手続や留意点等の対応措置についての指針を早急に作成 

 

 ② 多様な有為の人材の確保 

  ア 人材供給構造が変化し、公務志望者層の意識の変化が看過できない状況。人材確保の在り方

   について強い問題意識を持って検討 

  イ 新たな経験者採用システム（募集や能力実証の一部を人事院が実施）を本年秋から導入 

  ウ 官民人事交流の促進 

 

 ③ 勤務環境の整備 

  ア 育児のための短時間勤務制度、自己啓発等休業制度の導入について、勧告と併せ意見の申出

  イ 超過勤務の縮減に向け、政府全体としての業務量の削減、在庁時間等の適切な把握、命令要

   件等を指針に盛り込むこと等の取組を推進。週所定勤務時間については引き続き検討 

  ウ 心の健康づくりの対策の推進、苦情相談の充実 

 

 ④ 退職管理 

  ア 営利企業への再就職規制制度を厳正に運用。職員の能力を活用した再就職は「公正な人材活

 

 



  

 

   用システム」により公正・透明に推進 

    早期退職慣行是正のため、複線型人事管理の導入など能力・実績に応じた昇進管理を強化。

   専門スタッフ職俸給表は引き続き検討 

  イ 内閣の要請を踏まえ、退職給付の官民比較、外国調査。まとまり次第、見解を表明 

 

人事院は、人事行政の中立第三者・専門機関として、引き続きその使命を適切に果たしていく考え 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



その３ 育児のための短時間勤務の制度の導入等のための国家公務員の育児休業等に関す

    る法律の改正についての意見の申出 

内              容  
 少子化対策が求められる中で、公務においても、職員の育児を支援するため、人件費や定員の増加

を伴うことなく、①育児のための短時間勤務、②後補充としての任期付短時間勤務、③並立任用の仕

組みを導入し、長期間にわたる育児と仕事の両立を可能とするとともに、男性職員の取得拡大にも資

するよう育児休業法を改正。 

 

１ 育児短時間勤務 

 (1) 任命権者は、職員が小学校就学始期に達するまでの子を養育するため請求したときは、公務運

  営に支障がない限り、短時間勤務を承認するものとすること。 

 (2) １日当たり４時間（週２０時間）、週３日（週２４時間）等の型から決定。 

 (3) 同一の常勤官職に２人の週２０時間勤務の育児短時間勤務職員を任用（並立任用）し、空いた

  官職に常勤職員を採用できること。 

 (4) 俸給、地域手当、特別給は勤務時間に応じた額。 

 

２ 任期付短時間勤務職員 

 (1) 任命権者は、育児短時間勤務職員が処理できない業務に従事させるため、任期付短時間勤務職

  員（非常勤職員）を任用できること。 

 (2) 勤務時間は週１０時間から２０時間までの範囲内で定めること。 

 (3) 俸給表を適用し、俸給、地域手当、特別給は勤務時間に応じた額。月例の手当は原則として非

  支給。 

 

３ 実施時期 公布の日から起算して１年を超えない範囲内の日から実施。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
その４ 一般職の職員の自己啓発等休業に関する法律の制定についての意見の申出 

内              容  
 職員の自主的な幅広い能力開発や自発的な国際ボランティアへの参加を可能とするために、職員と

しての身分を保有しつつ、職務に従事しない（無給）制度を創設。 

 

１ 自己啓発等休業制度 

 (1) 任命権者は、職員が次の事由による休業を請求したときは、公務運営に支障がある場合を除き、

  勤務成績等を考慮した上、承認できるものとすること。 

  ① 修学のための休業 

    国内外の大学の大学院若しくは学部等の課程に在学。 

  ② 国際貢献活動のための休業 

    独立行政法人国際協力機構が実施する国際貢献活動等に従事。 

 (2) 休業の期間 １回につき３年（修学の場合は原則２年）を超えない期間。 

 (3) 休業の効果 身分は保有するが職務に従事せず、給与は非支給。 

 

２ 実施時期 公布の日から起算して１年を超えない範囲内の日から実施。 

 

 

 
 


